予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名　新　再生可能エネルギー等導入促進補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部　新産業振興課　次世代エネルギー係　電話番号：058-272-1111（内2934）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11353@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　　30,000千円（前年度予算額：    0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	30,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	30,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　 県内における再生可能エネルギー等の導入状況は、固定価格買取制度の恩恵を受けた太陽光発電設備が大きく増加した反面、それ以外の再生可能エネルギー等の設備整備は微増にとどまっている。

   　平成27年度に改定する次世代エネルギービジョンでは、県内におけるエネルギーの地産地消の促進、最終エネルギー消費量に占める再生可能エネルギー比率の向上を目標としており、このためには再生可能エネルギーの創出量を増加していくことが必須である。
また、災害時における独立したエネルギー源の確保など防災対策推進の観点からも、これらの再生可能エネルギー等設備を整備していく必要がある。

そのため、これらの設備整備に要する経費の一部を補助する。
（２）事業内容

　　 再生可能エネルギー等の最大導入や自立電源の確保を目的に、次表の補助対象設備の整備に対し補助を行う。
   　・現行の次世代エネルギービジョンにおいて実証を進め、有効性が確認された「次世代エネルギーインフラ」の普及を図る「Ａ複合設備」
　　・県として特に重点を置いて推進している再生可能エネルギー等を活用し、かつ単体で系統電力への負荷変動なく運用可能な「Ｂ単独設備」

※１「次世代エネルギーインフラ」とは、複数設備の組み合わせによるエネルギーのベストミックスと、系統電力への負荷低減を併せて図るシステムを言う。
※２バイオマス発電・熱利用設備については他部局に支援制度があるため対象としない。
○県内にある住居、事業所等において次表の補助対象設備を整備する事業であって、他の補助制度等による補助金額等を控除した補助対象経費の総額が60万円以上となる事業を行う個人、法人または地縁団体等を補助対象とする。
・表中「Ａ複合設備」に掲げる対象設備は、A1からA5に掲げる種類の設備のうち、二種類以上を組合せて整備する場合に補助対象とする。
ただし、A1太陽光発電とA2風力発電の組合せは補助対象外とする。
・表中「Ｂ単独設備」に掲げる対象設備は、単独の設備で整備する場合の他、表中A3からA5の設備と組合せて整備する場合も補助対象とする。

・「Ａ複合設備」の整備をする個人の住居は、既設住居への設置のみを対象とし、新築住宅への設置は対象外とする。
・発電設備で発電した電気は、専ら自家消費されるものであること。

（余剰電力の売電は可）

・補助事業について発注（契約）する事業者および施工を行う事業者が、県内に本社または支店等の事業所を有する事業者であること。
ただし、県内に発注または施工できる事業者がない場合は、この限りではない。　
	補助対象設備
	限度額
	補　助　要　件

	
	個人住居
	事業所等
	

	Ａ複合設備
	1.太陽光発電


	50万円
※既設住居に限る
	100万円
	（１）発電出力２kW以上（10万円/kW）

	
	
	
	
	（２）電力自給率30％以上

	
	2.風力発電
	
	100万円
	（１）発電出力１kW以上

	
	3.ガスコージェネレーション
	
	200万円
	（１）発電出力５kW以上

	
	4.燃料電池
	
	100万円
	（１）発電出力0.5kW以上

	
	5.蓄電池
	
	100万円
	（１）定格出力は発電設備の発電出力の同等以下とする

	Ｂ単独設備
	1.小水力発電
	100万円
	（１）発電出力0.5kW以上100kW以下

	
	2.地熱利用発電
	200万円
	（１）発電出力１kW以上

	
	3.地中熱利用
	200万円
	（１）暖気・冷気、温水・冷水、不凍液の流量を調節する機能を有する設備に限る

	
	
	
	（２）ヒートポンプを設置する場合は、冷却能力又は加熱能力が５kW以上


　
（３）県負担・補助率の考え方
・事業の実施に必要な経費から、他の補助制度等による補助金額等を控除した額の１／３以内

・太陽光発電設備を設置する事業は１kWあたり10万円を限度とする。
・「Ａ複合設備」を整備する個人の住居は50万円を上限額とする。

・「Ａ複合設備」と「Ｂ単独設備」を整備する事業所等については、整備する対象設備ごとの補助限度額の合計額を上限額とする。
（４）類似事業の有無
　　 無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	30,000
	再生可能エネルギーによる発電設備等の設置に対する補助

	合計
	30,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　 【長期構想】
Ⅱ　検証と評価

２　方向性と各施策について

（４）美しい自然と環境を守る「清流の国」づくり
３　自然資源等を活用した新なエネルギーつくり出し、活用する

【次世代エネルギービジョン】
最終エネルギー消費量に占める再生可能エネルギー比率を2030年に３倍（2012年比）とする

県単独補助金事業評価調書
	■  新規要求事業

	□  継続要求事業


	補助事業名
	再生可能エネルギー等導入促進補助金

	補助事業者（団体）
	県内にある住居、事業所等において再生可能エネルギー等の設備を設置する個人、法人または地縁団体等

	補助事業の概要
	（目的）
県内における再生可能エネルギー等の導入状況は、固定価格買取制度の恩恵を受けた太陽光発電設備が大きく増加した反面、それ以外の再生可能エネルギー等の設備整備は微増にとどまっている。

平成27年度に改定する次世代エネルギービジョンでは、県内におけるエネルギーの地産地消の促進、国の長期エネルギー需給見通しに応じた再生可能エネルギー等による発電比率の増加を推進することとしており、このためには再生可能エネルギー等の創出量をいっそう増加する必要がある。

また、災害時における独立したエネルギー源の確保など防災対策推進の観点からも、これらの再生可能エネルギー等設備を整備していく必要がある。

そのため、これらの設備整備に要する経費の一部を補助する。

（内容）
再生可能エネルギー等の発電設備等の整備に対し補助を行う。

	補助率等
	定率　１／３以内

（太陽光発電設備を設置する事業は１kWあたり10万円とし、上限額は個人の住居は50万円、事業所等は設備ごとの上限額の合計とする）

	補助効果
	再生可能エネルギー等創出量6,250TJ以上増加（平成３２年度）

	終期の設定
	終期　平成３２年度

（理由）平成２７年度に改定する次世代エネルギービジョンの対象期間が平成２８～３２年度のため


（事業目標）

	・再生可能エネルギー等創出量の増加




（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H27年度末)
	目標

(H28年度末)
	目標

(終期)

	1 再生可能エネルギー等創出量の増加累計

※発電設備出力量の熱量換算に

よる（1kWh=0.00976TJ）
	0GJ

(0TJ)
	1,250GJ

(1.2TJ)
	6,250GJ

(6.2TJ)

	2 
	
	
	


	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度

（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	千円
	(予算額)

千円
	30,000千円

	指標①目標
	
	
	
	
	1,265GJ

	指標①実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)

1,265GJ

	指標①達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
100％

	指標②目標
	
	
	
	
	

	指標②実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標②達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項



（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	平成27年に改定する次世代エネルギービジョンにおいては、最終エネルギー消費量に占める再生可能エネルギー比率の向上を2030年に３倍（2012年比）とすることを目標としており、このためには再生可能エネルギーの創出量を増加していくことが必須である。

また、平成２７年度において、何らかの再生可能エネルギー等の整備に関する補助制度を設けているのは３３都道府県であり、県として積極的に関与していく必要が認められる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

	


（事業の見直し検討）

	


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）


　　 
